様式 規則第二の一

提出日　　　年　　月　　日
放射線業務従事者登録申請書
東北大学先端量子ビーム科学研究センター三神峯事業所長 殿

放射線業務従事者登録の申請に当たり、私は東北大学先端量子ビーム科学研究センター三神峯事業所の諸規定に定める放射線関係の講習を受講し、諸規定を遵守して放射線作業に従事することを誓います。
　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　（自筆署名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者の情報
	ふりがな
	
	生年月日（西暦）

	氏 名
	
	
	年
	
	月
	
	日

	
	
	性 別
	□ 男
	□ 女

	所 属
	
	職名・学年
	

	連絡先
	電話：
	
	E-mail：
	

	放射線作業予定期間
	過去の登録歴

　（分かる場合書いてください）
□無　□有（　　 年度）



	　　年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日
	

	放射線作業内容（該当するものに✓、複数可）

	　□ 加速器　　□ 密封ＲＩ　　□ 非密封ＲＩ　　□ その他（　　　　　　　　　　　）
　

	管理区域作業箇所（該当するものに✓、複数可）

	　□ 第一実験室  　 □ 第二実験室   　□ 第三実験室   　□ 光源加速器棟

　□ GeVガンマ照射室 　□ 本体室 　　　□ その他（           　　　　　　       ）

	携帯する被ばく線量測定器について（該当するものに✓）

	□ 作業内容に応じた被ばく線量(X，β，γ線，密封RIは中性子) の測定が可能です

□ 信頼性の確保（規則第20条第2項第3号）の措置を講じています
□ 当事業所で100 µSv以上の測定値が出た場合は測定報告書の写しを提出します


所属組織承諾・証明欄
	上記の者が所属組織において放射線管理を受けていることを証明し、東北大学先端量子ビーム科学研究センター三神峯事業所で放射線作業に従事することを承認いたします。

尚、次の事項について申し添えます。

（1） 上記の者の放射線作業については、貴事業所の放射線取扱主任者の指示に従わせます。

（2） 上記の者の被ばく管理等については、当方において記録 及び 保管を行います。

（3） 上記の者の被ばく、健康診断、教育訓練の内容を裏面に記します。

	
	所属組織名
	

	
	所属長 ※
	印　　
□ 所属機関の規程により公印省略が認められている

	
	放射線管理部門　　 
	管理責任者（職・氏名）：

Tel. : 　　　　　　　　　e-mail:


※「所属長」とは、研究者が所属する組織の長で、たとえば大学にあっては学長、学部長、研究科長、研究所長、研究室の長で、上記内容を承認できる者を言います（自著の場合は押印不要）。所属機関の規程により公印省略が認められている場合は、本センターでは正式書類として受領いたします。その場合はチェック欄に✓を入れてください。
（裏面あり）
（センター使用欄）
最終登録　　　　　　　ＩＤ番号　　　　　　　　今年度教育受講日　　　　　　　　承認

１）被ばく歴（        年    月    日  現在）
	期   間
	実効線量
	等価線量

	
	
	皮膚
	水晶体
	その他（　　　　）

	今年度
	
	mSv
	
	mSv
	
	mSv
	
	mSv


　過去に被ばくした線量（年度ごとに記入）
2023年度：実効線量 　　　　 mSv 水晶体 　　　　 mSv　
2022年度：実効線量 　　　　 mSv 水晶体 　　　　 mSv　　　
2021年度：実効線量 　　　　 mSv 水晶体 　　　　 mSv

２）最新の健康診断（放射線障害防止法第23条で定められた健康診断）
　電離放射線健康診断の記録について以下に記入
	実施年月日
	
	年
	
	月
	
	日

	医療機関名及び医師名
	

	健康診断の結果（異常の有無）
	□ 無　 □ 有

	健康診断の結果に基づいて講じた措置
	□ 無
	□ 有
	（　　　　　　　　　　　　　）


３）教育訓練（放射線障害防止法第22条で定められた教育訓練）注１）

	初めて管理区域に立ち入る前
	
	年
	
	月
	
	日

	　　　　　教育の項目と

　　　　　時間数 （分）
　　　　　　（省略した場合は「省略」と記入）
	１
	２※
	３
	４
	５
	６

	
	
	
	
	
	
	

	所属組織における最新の教育訓練　注２）

	
	年
	
	月
	
	日

	　　　　　教育の項目と

　　　　　時間数 （分）
　　　　　　（省略した場合は「省略」と記入）
	１
	２※
	３
	４
	５
	６

	
	
	
	
	
	
	

	教育の項目

　　　　１．放射線の人体に与える影響

　　　　２．放射性同位元素等又は放射線発生装置の安全取扱い
　　　 　　※　加速器の取扱を　□ 含む　
□ 含まない（当センターで10分以上の教育が必要な場合があります）
　　　　３．放射線障害の防止に関する法令及び放射線障害予防規程

　　　　４．放射性同位元素及び放射線発生装置による放射線障害の防止に関する法令（旧法令）

　　　　５．放射線障害予防規程（旧法令）
　　　　６．その他の教育及び訓練 注３）

	備考

 


　　注１）　教育訓練を省略した場合は理由を備考欄に記載してください。

　　注２）　作業予定日の属する年度またはその前年度に受講した教育訓練について記入してください。

　　注３）　備考欄に内容を記入してください。
（2024-4 更新）
